
会社法第 801条第 1項に規定する備置書面

当社を存続会社、株式会社Kenesエ ネルギーサービスを消滅会社とし、2022年 1

0月 1日 を効力発生日とする吸収合併 (以下「本吸収合併」といいます。)に関し、以下のと

おり、会社法第 801条第 1項及び会社法施行規則第 200条で定める事項を記載した書面
を備え置きます。

(目 次)

1.効力発生日 (会社法施行規則第 200条第 1号)
2.消滅会社における法定手続の経過 (会社法施行規則第 200条第 2号 )
(1)吸収合併をやめることの請求の手続の経過

(2)反対株主の株式買取請求の手続の経過

(3)新株予約権買取請求の手続の経過

(4)債権者の異議申述の手続の経過

3.存続会社における法定手続の経過 (会社法施行規則第 200条第 3号 )
(1)吸収合併をやめることの請求の手続の経過

(2)反対株主の株式買取請求の手続の経過

(3)債権者の異議申述の手続の経過

4,本吸収合併により存続会社が消滅会社から承継した重要な権利義務に関する事項 (会社

法施行規則第 200条第 4号 )
5.消滅会社の事前備置書面 (会社法施行規則第 200条第 5号)
6.変更登記日 (会社法施行規則第 200条第 6号 )
7.前各項に掲げるもののほか、本吸収合併に関する重要な事項 (会社法施行規則第 200

条第 7号 )

本書記載の事項のうち、写しである書類について、原本に相違ないことを証明します。

2022年 10月 3日

大阪府大阪市北区中之島 3丁 目6番 16号

関西電力株式会社

代表執行役社長 森



1.効力発生 日 (会社法施行規則第 200条 第 1号 )
2022年 10月 1日

2.消滅会社における法定手続の経過 (会社法施行規則第 200条第 2号 )
(1)吸収合併をやめることの請求の手続の経過

当社は、消滅会社が発行する全株式を保有しているため、本吸収合併に関し、会

社法第 784条の 2に基づく吸収合併をやめることの請求の手続について、該当事

項はありません。

(2)反対株主の株式買取請求の手続の経過

当社は、消滅会社が発行する全株式を保有しているため、本吸収合併に関し、会

社法第 785条 に基づく反対株主の株式買取請求の手続について、該当事項はあり
ません。

(3)新株予約権買取請求の手続の経過

消滅会社は、新株予約権を発行していないため、本吸収合併に関し、会社法第 7

87条に基づく新株予約権買取請求の手続について、該当事項はありません。

(4)債権者の異議申述の手続の経過

消滅会社は、本吸収合併に関し、会社法第 789条第 2項に基づき、 2022年
8月 24日 付官報に公告を掲載し、かつ知れている債権者に個別に催告をいたしま

したが、同社に対して、同法第 789条第 1項に従い異議を述べた債権者はありま
せんでした。

3.存続会社における法定手続の経過 (会社法施行規則第 200条第 3号 )
(1)吸収合併をやめることの請求の手続の経過

本吸収合併は、会社法第 796条第 2項本文に規定する場合に該当するため、当

社株主が、同法第 796条の 2の規定による本吸収合併をやめることの請求をする
ことはできません。

(2)反対株主の株式買取請求の手続の経過

本吸収合併は、会社法第 796条第 2項本文に規定する場合に該当するため、当

社株主が、同法第 797条第 1項の規定による株式買取請求をすることはできませ

ん。



(3)債権者の異議申述の手続の経過

存続会社は、本田及収合併に関し、会社法第 799条第 2項及び第 3項に基づき、
2022年 8月 24日 付官報及び電子公告の方法で公告いたしましたが、当社に対
して、同法第 799条第 1項に従い異議を述べた債権者はありませんでした。

4.本吸収合併により存続会社が消滅会社から承継した重要な権利義務に関する事項 (会社

法施行規則第 200条第 4号 )
当社は、本吸収合併の効力発生日である2022年 10月 1日 をもつて、消滅会社よ
り、その資産、負債及びその他の権利義務の一切を承継いたしました。消滅会社から引き

継いだ資産及び負債の額は、それぞれ 11億円 (概算)、 4億円 (概算)です。

5.消滅会社の事前備置書面 (会社法施行規則第 200条第 5号)
別紙の通りです。

.変更登記日 (会社法施行規則第 200条第 6号)
本吸収合併に係る変更の登記を効力発生日である2022年 10月 1日 から2週間以内
に申請する予定です。

7.前各項に掲げるもののほか、本口及収合併に関する重要な事項 (会社法施行規則第 200

条第 7号 )

当社は、消滅会社が発行する全株式を保有しているため、本吸収合併に際して、会社法

第 749条第 1項第 2号所定の株式その他の金銭等の交付は行つておりません。
また、本吸収合併による、当社の資本金及び資本準備金の額に変動はありません。

以  上
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会社法第 782条第 1項に規定する備置書面

関四電力株式会社 (以下「関西電力」といいます。)を存続会社、当社を消滅会社とし、2
022年 10月 と日を効力発生日とする吸収合併 (以下「本吸収合併」といいます。)に関
し、以下のとおり、会社法第 782条第 1項及び会社法施行規則第182条で定める事項を
記載した書面を備え置きます。

(目 次)

1.吸収合併契約書 (会社法第 782条第 1項 )
2.合併対価の相当性に関する事項 (会社法施行規則第 182条第 1項第 1号 )
3.合併対価について参考となるべき事項 (会社法施行規則第 182条第 1項第 2号 )
4,吸収合併に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項 (会社法施行規貝ll第 182条第
1項第 3号 )

5.計算書類等に関する事項 (会社法施行規則第 182条第 1項第4項 )
6.吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関す
る事項 (会社法施行規則第 182条第 1項第 5号) `
7,吸収合併契約等備置開始日後、前各号に掲げる事項に変更が生じたときは、変更後の当
該事項 (会社法施行規則第 182条第 1項第 6号)

本書記載の事項のうち、写しである書類について、原本に相違ないことを証明します。

2022年 8月 24日

大阪市北区.中之島 2丁 目3番 18号
株式会社Kenesエ ネル
代表取締役社長 砥山 浩



ユ̀ 吸収合併笑約書 (会社法第 782条 第 1項 )

添付の過 り。



合併契約善

閉西篭力株式会社 (住所 1大阪,子大阪市北区中▼嘉31‐ 麟お器 16号。以下、1甲 jという。)を株式

会社Kenesエネルギーサービ
~X(lⅢ
所 :大阪府大阪 ,情 立 lく 中之島2r日 3番 13号 〔|:之 島フェステ

ィバルタワー 以゙ F、
工
と,1と Ⅲう.)とは、以下の上装:り 合併契約 (以 I、 手本契約 IⅢ 嗚令)を締結す

る今

第 1条 (存続会社及び今lチl会社Ⅲ

甲と乙は、甲を合併存統会社、とJを合併鵜滅会社iとして合 l杵 (以下ゴ本今 fデ,ど どrLヽう)t′、甲が

乙の権利義務の全部を承継 t′て存統とィ、
「

1子ま解荷rxする。

第2条 (合併対価の交付及び郭当て,

甲:ま、本合 l'tiこ際と、乙の株主に対 _ヽ´て、その有する株式に代わる往

'共

'等の交付を行わな笠ェ

第3条 (合併の効力発生日

'合 l井の効力発生騨は2022年 10月 1脚 とする=′争
lし、合併手続の進行上必要がある場合、甲

π)が協潔 )上、こオしを変更することが
~で
きる↑

第4条 〔合併承認湊議 )

昇〕及び乙は、勤力発生日の前凛まで1ご、それぞれ本契約の′'猟認及び合併 ,と必要な事項に

'娑

¬

する機聞決定を行うことを要すると

第5条 (会社財産 F′り弓1継ぎ)

π子は、本合併∝)効力発生信
"前
Fi現 在Ⅲ〕‐切の資た、像憤及び権利義務その他の法律開保

を、繊ん軽生厨に甲イこ引き継ぐ◆

第6条 (業盛の連黄)

甲及 tド乙|ま ,本拠れ締結後動力発生自とこ至るまで、善良な管理者,】注意をもつごその業務

の執行及び貝す産の管理、運歯を行い、そlノ )重要な財荘又は権幸1義務に重大な影響を及ぼす行

為たr)サ でヽ11、 あらかどイ)町
「乙協議ブ,上 、これをイうう,

第″条(条件の力て、解除)

甲又は乙Iま、本契約締結徒効力発生日に至るまでに、甲又tu【〕の弯産、すミ債、経営ケ)状沈

など本契約締結の前擁差なる事崎に重大オュ変駿が生じたとき、又は誤りがあつたとμが発覚tッた

ときは、甲乙協議ヴ)上、本契約の条件を変更と夕、又は本契約を負手除することができるι



第8条 (条件)

ホ契約は、勧力発生日までに、第4条
`こ

定める甲及びと、の道法な機 F策可決定とこよる承認を得ら

漁′ない場合又 iま法令上必要な礫B係富庁の承認を得られないときは、そ7)効力を失うⅢ

第9条 (本契約に定めのない事項)

本契約に定めるものの他、合併に際し必要な事項は本契約の趣きに従つて甲乙で協議の上、

これを決定する。

ぷ上の合意を証するため、本契約書2通を各当事者が絶名押印して作成 1ブ、各自1通を保管す

る.

2022年3月 午 日

甲t〔住所Ⅲ大阪府大阪市北孤中之島3丁 掛6番 16号

閉彊電力撫式会社    I  Ⅲ・

代表執行後権長 森壇 0∵

乙:(住所)大阪府大,尺市北区中之鳥B丁 置3番 13号中之島7ェスティrバル
′タワー

株式会社 tと 4e5エネメサギーサFピ於、.

代表取縛役社長  搬,1;溝司:0!



2 合併対価の相当性に関する事項 (会社法施行規則第 182条第 1項第 1号 )

関西電力が婆社の全株式を所有しているため、本吸収合併に際して、当社の株主に対

して、会社法第 749条第 1項第 2号所定の株式そのlとの金銭等の交付は行いません。



3.合併対価について参考となるrミき事項 (会社法施行規則第 182条第 1項第 2号 )

関西電力が当社の全株式を所有しているため、本吸収合併に際して、当社の株主に対

して、会社法第 749条第 1項第 2号所定の株式その他の金銭等の交付は行いません。



4,吸 l瞑合併に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項 (会社法施行規則第 182条第
1項第 3号)

該当事項はありません。



5,計算書類等に関する事項 (会社法施行規則第 182条第 1項第4号)

添付の通 り。
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事 業 報 告

f

2021年
2022年

4月  1臓 から
3月 31層 まで

1.会社の現況に関する事 I負

(1)事業の経過およびその成果

当期の経営成績は、売上高 2,610,082千 円、経常損失 272`X10千 打11、 当期純損失

200,857千 円となりましたら

(2)設備投資等の状Υ兄
当期は設備投資を行つておりません。

(3)資金調達の状況

当期は資金F凋連を行つておりませんっ

(4)財産業1よ び検益の状況の推移
期

X 分

平成 30年度

第 4期

2019年度

第 と期

2020年度

第 6期

2021年度

第 7期

売 上 高 (riり 6,618,506 6,625,536 7,050,878 2,610,082

導期純利益 ,絶損失 (千円, 402,671 533,645

261682126070

238,074

11,9031743 10

△200,857

△10,642,89175l株肖り当期鰤 益ヽ・純景失 (」|) 201 138,59430

紺 資 薩 (千刊) 1,728,085 2,439,423 2,126,540 1,161,915

(5)重要な親会社および子会社の状柳̀
①親会社との Fぅ燭孫

当社の親会社は株式会社躙電エネルギープリューンゴンであり、当社の株式を

400%保 有しております。
② 升会社の状況

当社の子会社はありません。

(6)主要な事業内容
電力小売事業

(7)主要な事業所 (所在地)
本社 (大阪市北区中之島 2i‐ 日3番 18号 )

とヽ'



(3)従業員の狭沈
従業員数

2.会社の株式に関する事項
(1)発行可能株式総数
(2)発行済株式の総数
(3)株主数

3.会社役員に関する事項
よ

0名

2,000株
20株
1名 (爛関竃エネルギーンジューション)

(2022 3 31日
氏   名 会社における地位 重要な兼離の状況

ほ曲 浩司 代表祟締役

佐能 靖敏 取締役

富l点
‐
 警介 取締役

F11態 宏 監査役

以   上
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【第7期 】

2o21J準度

決 算 書

株式会社Kenesエネルギーサービス



第7翔

管 借 対 照 差

2022年 3月 31日 現在
エ

料   目 金   領 科   昌 金  領
資 産 の 部 負 償  の  部

疏 助 資 産 1,1011569 読 勲 負 領 40G,476

金

用

等

等

税

税

費

人

資

掛

払

法

消

払

払

買

未

未

未

316.340

79,321

35

10,780

固 定 負 債 0

金

金

等

等

預

　

　

税

金

び

　

　

人

掛

　

　

入

及

　

　

法

金

　

　

収

収

現

売

未

未

475,504

303.054

811219

3011791

固 定 資 慶 345

員 儀 合 計 40C,470

伽 資 産 の 部

株 主 資 本

資     本
資 本 廟 余

資 本 準 備

利 益 田 魚

利  益  準  備
そ の 他 利 益 剰 余

繰 越 利 益 剰 余

金

金

金

金

金

金

金

755,488

500

500

500

754.438

82`200

672.238

67之 .238

繰 延 税 金 資 産 (固 定 ) 345

舶 資 産 合 計 755,438

資 虚 合 計 1,161.915 負償及び機資産合計 1,161.915



第 7朗
2021年  4月  1日から
2022年  3月 31日まで

エ

科 目 金 観

売

　

売

上 高

　

価上 原

売 上 総 損 失

販 売 費 及 び 一 般 管 理 貴

営 業 損 失

営 業 外 収 益

雑 収 入

経 常 損 失

税 引 前 当 鶏 純 損 失

法

　

法

　

当

人   税    等

人 税 等 調 整 額

期 純 損 失

126

2,610,082

2.876.643

266,380

5_676

272,237

126

△72,430

1.177

272,110

272,110

△71,252

200,357



第7期
2021年  4月  1日から
2022年  9月 01日まで

株主鸞本

純資産
合 計資本金

資本用余金 利益網余金

株主資本
合 計資本準備金 利益準備金

その1と利と射森金

構遇利益窮余白

当日営盛富 500 300 82208 070008 1062208 1062208

当4生血伍

■彙金の配当 △ 106.003 △ 106003 △ 100.003

当旬鐘損生 △ 200_857 △ 200857 △200857

豊姐書動苗各鮮 △ :ユ66880 △ 308886 △ 308866

当朗茉農富 500 500 82200 672238 755438 755.438



個 別 注 議己 表

第7期

株式会社Kenesエネルギーサービス

1,重要な会計方針

(1)費用及び収益の計上基準

当社は芍消費者を顧客として当社が調達した電力を販売しております。当該
サービスは、契約期間にわたつて願客が必要とする電力量を供給する履行義務
を負つているため、主として供給した電力量に応して収益を認識しておりま
す。
なお、料金と同時に収納している「電気事業者による再生可能エネルギー電
気の調達に関する特烈i措置法J(平成23年法律第108号 )第36条第1項の再エネ
特措法賦課金は,第二者のために回収するものであるため、収益から除外して
おります。

(2)消費税等の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は,税抜方式によつております。

(3)速結納税制度の適用

関西電力株式会社を連結納税親会社とする連結納税制度を適用しております。

2,会計方針の変更

(収益認識に関する会計基準等の適用)
「収益認識に関する会計基準J(企業会計基準第29 2020年 3月 31日 。以下
「収益認識会計基準Jと いう。)等を当会計期間の期首から適用し、約束した
財又はサービスの支配が順客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に
受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしています。
これによる主な影響として「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調
達に関する特別措置法」 (平成23年法律第108号 )第36条第1項の再エネ特措法
麟課金および第28条第1項の再エネ特措法交付金の会計処理は、従来売上高に
計上する方法によつていましたが、適用以降は、再エネ特措法賦課金について
は流動負債へ計上し、再エネ特措法交付金については関連する売上原価から控
除する方法によつています。
これらの結果、当期の売上高は399,306千 円減少しましたが、経常利益への
影響はありません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用 )
「時価の算定に関する会計基準」 (企業会計基準第30号 2019年 7月 4日 。以
下「時価算定会計基準」という。)等を当会計期間の期首から適用し、時価算
定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといた
しました。これによる計算書類への影響はありません。

3.収益認:競に関する注記

履行義務の充足時点に関しては、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の
「収益および費用の計上基準」に記載のとおりです。

視益計算書の売上高には「顧客との契約から生じる収益」のみを表示しております。



4.株主資本等変動計算書に関する注記

(1)発行済株式の数    20株
(2)自 己株式の数     ― 株
(3)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

2022年 6月 29日の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております

配当金の総額    竜06百万円
1株当たり配当額   5,300千円
基準日     2022年3月 3と 日
効力発生日   2022年 6月 30日

5。 その他の注記

「所得税法等の一部を改正する法律」(令和2年法律第8号〕が2020年3月 27日 に成
立したことに伴い、グループ通算制度の適用を前提として繰廷税金資産の回収可能
性の判断を行う必要がありますがら当事業年度末の繰延税金資産および繰延税金
負債の金額については、実務対応報告第39号「連結納税制度からグループ通算制
度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱いJにより改正前の税法の規定
に基づいております。

以  上



第7期 計算書類附属明細書

2021年
2022年

4月 1
3月 31 焼無

日

日

株式会社Kenesエネルギーサービス



1.霞 売 貴 及 t声 一 般 管 理 費 の 明 組

科   目 金   額 糖   要

委託資 4,000,000

支払手数料 4471040

種税公課 11080.20ヽ

その他 139,S33

合   計 51670,074



'2022年 6月 8F.f

株式会社Kene3エ ネルギー̂サービス
代表駁締役 F氏曲 浩司  殿

監査役  園窪 宏一

監 査 報 告 書

2021年 4月 1日 から2022t肝 3月 31目 まで C〉 )第 7期事業年度の取締
役の職務の拶障子を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとお り:段

告いたします多

J、 監査の方法及びその内容

私は、取締役及び使用人等と意思正策.通を図り、1青報の収集及び監査の環境

の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び

使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ⊂説明

を求め,重要な決栽書類得を間覧し、本社において業務及び財産の状況を調

査しヽたしました。以上の方法に基 /ゴき、当該事業年度に係る事業報告及びそ
′デ)附ブ篠明細書について検討いたしましたc

さらに、会計帳絆又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係

る計算書類 (貸十普対熙表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表)及びその附属明細書につvヽて検討いたしました。

2.監査の結果
(と )事業報告等の駐査結果

③事業報告及びその附属明細書は、法今及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令k)し くは定款に連

反する重大な事実は認められませんっ

(2)計算書類及びその階属明細暮の監査結果

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況̀をすべて♂ジ

重要な点において適正に表示しているものと認めます。

以  上



6,吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の償務の駁行の見込みに関す
る事項 (会社法施行規則第 182条第 1項第 5号)

関西電力の令和4年 3月 31口 現在の貸借対酪表に基づく資産及び負償の額は、それ
ぞれ7, 396, 364百 万円及び61 423, 786百 万円であり、資たの額が負債
の額を上回つております。また、効力発生倒までに関酉電力の資産及び負債の額に大き

な変動は生じない亀込みであります。

当社の令和 4年 3月 3と 瞬現在の貸借対照表に基づく資産及び負1責の額は、それぞれ
1, 161百万円及び406〔:万円であり、資産の額が負債の額を上回つております。
また、効力発生日までに当社の資産及び負債の額に大きな変動は生じない見込みであり

ます。

以上の通り、吸収合併の効力発生日以後における関西篭力の資産及び負償の額は、資

産のイriが負債の観を上回ることが見込まれますので、吸収合併の効力発生回以後におけ

る吸収合併存続会↑佐である関西電力の機務につき、履行の見込みがあるものと判断いた

します。



7.吸 1又合併契約等備 t蛋開始榊後、前各孝に掲げる事I貰に変更が生 じたときは、変更後の粥

該事項 (会社法施行規貝ほ第 182条第 1項第 6号 )

該当事項はありません.


